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栗東市こども計画（仮称）の策定について 

 

１.概要 

近年、少子化の進行や人口減少が続いていることに加え、コロナ禍を経て、児童虐待相談や不登校

など、次代の社会を担う全てのこどもの権利や健やかな成長が妨げられる状況があります。 

国は、このような状況を踏まえ、こども施策を総合的に推進するため、令和５年４月にこども基本

法を施行しました。 

こども基本法では、「こども大綱」と「都道府県こども計画」を勘案して、「市町村こども計画」を

定めるよう努力義務が課せられています。 

 

２.栗東市こども計画（仮称）について 

①趣旨 

  栗東市においては、こども施策を総合的に進めるための計画がありません。そのため、こども

に関連する計画等を「栗東市こども計画（仮称）」に集約し、一体的に策定します。 

【一体的に策定するメリット】 

 ・こども施策に全体として統一的に横串をさすことができる 

 ・住民にとってわかりやすいものとなる 

②計画の期間 

  令和 ９年度から令和１１年度（第１期計画）※令和７年度、８年度で作成 

  令和１２年度から令和１６年度（第２期計画）※２期計画以降、５年ごとに改定 

③対象 

生まれる前から心身の発達の過程にある者の子ども・若者およびその家族 

 ④計画の枠組み 

次期計画 現行計画 市町村計画の名称 根拠法等 位置づけ 

栗東市 

こども計画 

（仮称） 

第３期 

栗東市子ども・子育

て支援事業計画 

（Ｒ7度～Ｒ11度） 

子ども・子育て支援事

業計画 

子ども・子育て支援

法 

義務 

次世代育成支援行動

計画 

次世代育成支援対策

推進法 

任意 

（未策定） 

こどもの貧困対策計

画 

こどもの貧困の解消

に向けた対策の推進

に関する法律 

努力義務 

(こども計画とし

ては必須事項) 

子ども・若者計画 子ども・若者育成支

援推進法 

努力義務 

(こども計画とし

ては必須事項) 

※その他、子ども施策に関する事項において可能な計画を包含します。 
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 ④本計画の特色 

こどもの権利やこどもの権利を擁護するための市民・事業者等の役割、意識醸成について明記し

ます。 

 

３.計画策定に向けて 

 ①基礎調査の実施 

・アンケート調査 

②子ども・若者への意見聴取 

③会議における審議 

・子ども・子育て会議 

  ・庁内会議（庁内関係課の職員で開催） 

 ④スケジュール（予定） 

時 期 実施内容 子ども・子育て会議 

【令和７年度】 

令和７年７月２９日（本日）  第１回会議 

令和７年７月から１０月 基礎調査票の作成 9 月頃   第２回会議 

10 月頃  第３回会議  

※調査内容へのご意見を伺います。 

令和７年１０月から１１月 基礎調査の実施  

令和７年１２月から１月 基礎調査の集計、分析、 

基礎調査報告書の作成 

 

令和８年２月から３月 基礎調査の結果報告 2 月頃  第４回会議  

【令和８年度】 

令和８年４月から１１月 計画の素案作成 5 月頃  第１回会議 

7 月頃  第２回会議 

9 月頃  第３回会議 

11 月頃  第４回会議 

※計画内容へのご意見を伺います。 

令和８年１２月から１月 パブリックコメントの実施  

令和９年２月 
パブリックコメントの反映、

計画書の審議 

2 月頃  第５回会議 

※計画書の審議をお願いします。 

 


